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―京都― ２月の国会提出にむけ、もう一回り！ 
 京都府高では、１２月６日の府議会提出後もぞくぞくと３０００万教育 

署名が届いています。現在の国向けの署名の到達数は、２６，０００筆を 

超えたところです。１２月９日に行われた機関会議においても、各分会ご 

との署名数やとりくみの到達点も明らかにして、署名運動へのとりくみに 

ついて検討し、ゼロの分会をなくすこと、２月の国会向け署名提出までも 

う一回り署名を広げることなどを確認しました。また、１２月３日に開催 

した「高校入試シンポジウム」においても、一人ひとりの子どもたちの学 

ぶ権利を守る視点をとことん追求することの大切さが指摘され、高校においても３０人学級などの教育条件を

整備する運動が求められているとあらためて感じました。             （京都府高 佐野） 

―山口高― 分会から「署名用紙１４４０枚送れ」の連絡 
 山口では、県教組１８，００６筆、高教組３１，０７５筆、県民会議２，９４６筆、私学７４，３０７筆の

合計１２７，８９２筆を集約しています。この署名数は、昨年の署名数より３万筆少ない署名数です。そこで、

この３万筆を達成し、昨年を上回ろうと決意し、具体的な方法を検討していました。 
 そのような時、１９日に高校の分会評議員から「ＰＴＡで取り組むというということになりましたので１４

４０枚（生徒数か）送ってください。あと1ヶ月、国会向けの署名をがんばります］との連絡がありました。
書記局では、分会としてＰＴＡに申し入れ、ＰＴＡとして実施に決めるまでの奮闘に感動しながら、さっそく

送付しました。                                 （山口高 船岩） 

２００７年度政府予算原案が発表される  私学助成 ２３年ぶり削減 

 ２０日に政府予算原案が発表されました。文教関係費は２００６年度比０．３％減の３兆９２５６億円とな

りました。政府原案は、義務教育費国庫負担金については、人確法にもとづき教員給与が優遇されているとす

る分の縮減を２００８年度以降に先送りし、教員定数の自然減の見込み分の０．６％の減としました。 
 一方、私学助成については、高校や幼稚園の経常費補助は今年度と同額としたものの、大学・短大などの経

常費補助など１％減額するとしました。この削減は「骨太方針２００６」に沿ったもので、１９８４年以来の

２３年ぶりの暴挙です。 
 また、教職員定数については、概算要求に盛り込まれた「教育課題対応緊急３ヵ年対策」の初年度分の３３

１人（特別支援教育３１１人、食育２０人）の定数改善は実施するとしました。文科省は私たちが求めていた

第８次教職員定数改善計画の策定を見送り、概算要求に盛り込んだのが、このわずかな改善計画でした。政府・

与党の教職員削減攻撃のなかで、それさえも削られる心配がありましたが、私たちの運動のなかで政府原案に

盛り込ませることができました。 
 この政府原案に対する復活にむけて、２１日に全教や全国私教連などが呼びかけ、教職員や父母、高校生４

５０名が、私学助成の概算要求の満額復活、義務教育費国庫負担金削減反対など教育予算の増額をもとめ、財

務省前に座り込みました。参加した高校生は、「学費が払えずに辞める生徒をなくしたい。私学助成を増やして

ほしい」等と、財務省にむけて訴えていました。２００７年度政府予算案は、２４日に発表される予定です。 


